
高梁市ブロック塀等撤去事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震等の災害時におけるブロック塀等の倒壊による被害及び倒壊後

の通行の妨げになることを防止することにより、災害に強いまちづくりを図るため、予

算の範囲内において、高梁市ブロック塀等撤去事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付に関しては、高梁市補助金等交付規則（平成１６年高梁

市規則第４５号。以下「規則」という。）のほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（1）ブロック塀等 民間の補強コンクリートブロック、レンガ、石積等の組積造の塀

その他これらに類する塀をいう。ただし、土塀及び万年塀は除く。 

（2）避難道路 高梁市耐震改修促進計画における別途定める事項に示すブロック塀等

の安全対策が必要な避難路をいう。 

（3）危険なブロック塀等 既存のブロック塀等で、既存ブロック塀等点検チェックリ

スト（別記様式第２号）のうち、不適合となる項目があるもの又は令和２年４月１

日時点における建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）のうち、構造規定に適合

していないものをいう。 

（4）撤去工事 補助金の交付の対象となるブロック塀等を原則として全部撤去する工

事をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号に掲げる要件のいずれも満たすブロ

ック塀等（以下「補助対象ブロック塀等」という。）を撤去する事業とする。 

（1）市内に存すること。 

（2）避難道路に面していること。（建築物に附属しないブロック塀等も含む。） 

（3）道路面からの高さが８０センチメートル以上であること。 

（4）道路境界線からブロック塀等までの距離が、ブロック塀等の高さ以下であるこ

と。 

（5）危険なブロック塀等であること。 

（補助対象者） 

第４条 この要綱による補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を全て

満たす個人又は法人とする。 

(1) 補助対象ブロック塀等の所有者（区分所有建築物にあっては、建物の区分所有等  

  に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第３条に規定する団体）であること 

(2) 市税を滞納していない者であること 



２ 前項の規定にかかわらず、高梁市暴力団排除条例（平成２３年高梁市条例第３５号）

第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団員等に該当すると認

められる場合は、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の交付制限） 

第５条 補助金の交付回数は、同一の補助対象ブロック塀等については１回までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象ブロック塀等が同一敷地内に複数存在する場合に

あっては、当該敷地につき１回までとする。 

３ 他の補助制度により補助金等の交付を受けようとする者又は現に受けている者につい

ては、補助金の交付の対象としない。 

（補助金の対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象

ブロック塀等の撤去に要する費用（補助対象経費に消費税及び地方消費税が含まれる場

合にあっては、消費税仕入控除税額を控除するものとする。以下同じ。）又は撤去する

ブロック塀等の長さに１ｍあたり９，０００円を乗じた額のいずれか小さい額とし、

１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付額） 

第７条 補助金の交付額は、補助対象経費の３分の２以内の額とし、１，０００円未満の

端数が生じるときは、これを切り捨てるものとする。ただし、限度額は１５０千円とす

る。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、規則第４

条の規定に基づき、補助事業に着手する前に高梁市ブロック塀等撤去事業補助金交付申

請書（様式第１号）に必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第９条 市長は、補助金等の交付の申請があったときは、規則第５条の規定に基づき、速

やかに補助金等の交付を決定するとともに、規則第７条の規定に基づき、高梁市ブロッ

ク塀等撤去事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、補助事業者に通知するも

のとする。 

（事業内容の変更等） 

第１０条 規則第１０条の規定による計画の変更等については、次の各号に掲げる変更等

の区分に応じ、当該各号に掲げる書類を市長に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

（1）補助金の交付決定額に変更が生じるとき。高梁市ブロック塀等撤去事業補助金交

付決定額変更申請書（様式第３号） 

（2）事業内容等に変更が生じるが、補助金の交付決定額に変更が生じないとき。高梁

市ブロック塀等撤去事業変更承認申請書（様式第４号） 



（3）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。高梁市ブロック塀等撤去事業中

止（廃止）承認申請書（様式第５号） 

２ 市長は、前項の申請の承認に際し、必要に応じて条件を付し又は変更することができ

る。 

３ 規則第１０条の規定に基づく承認は、高梁市ブロック塀等撤去事業補助金交付決定変

更通知書（様式第６号）又は高梁市ブロック塀等撤去事業変更・中止（廃止）承認通知

書（様式第７号）により行うものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、規則第１３条の規定に基づき、そ

の完了した日から起算して２０日以内又は補助金の交付の決定に係る会計年度が満了す

る日のいずれか早い期日までに、高梁市ブロック塀等撤去事業実績報告書（様式第８

号）に必要書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の報告があったときは、規則第１４条の規定に基づき、交付すべ

き補助金の額を確定し、その確定した補助金の額を高梁市ブロック塀等撤去事業補助金

交付額確定通知書（様式第９号）により補助事業者に通知するとともに、規則第１５条

の規定に基づき、速やかに補助金を交付するものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 


